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平成 23 年３月期第２四半期決算（４月～９月累計）説明資料 

 

【当第２四半期業績の概要】 

 
１．受注高については、公共事業の大幅な減少と民間建設投資の依然とした低水準から、 
 7,042 百万円（前年同期比 60.2％）となりました。 

受注高の内訳について、政府による学校施設等の耐震化が推進されていることから耐

震事業「パラレル構法」の営業強化に努めた結果、建築工事は増加し、その他（製品の

製造販売、不動産賃貸等）と合わせて 2,317 百万円（前年同期比 234.0％）となりました。 
一方、土木工事の受注高は技術力・提案力・積算力の向上に取り組み、総合評価入札

方式への対応を一層強化して営業活動を展開しましたが、公共事業の大幅な削減から市

場競争が一段と激化し、4,725 百万円（前年同期比 44.1％）に留まりました。 
２．売上高については、手持ち工事は順調に進捗したものの、前年度の大型土木工事の反

動減などから 9,012 百万円（前年同期比 89.3％）となりました。 
売上高の内訳は、土木工事 6,811 百万円、建築工事 1,871 百万円、その他 329 百万円

であります。 
３．損益については、売上高は減少したものの、採算性を重視した選別受注の徹底や工事

施工の効率化、原価管理の徹底などを一層進めたことから工事利益率が向上し、営業利

益は 588 百万円、経常利益は 581 百万円、四半期純利益は 562 百万円とそれぞれ 2 期連

続の増益となりました。 
 
当第２四半期（４月～９月累計）実績と前年同期実績との比較      （単位：百万円） 

項  目 当第２四半期 前第２四半期 増  減 
（受 注 高） （7,042） （11,695） （△4,652）
売 上 高  9,012 10,095 △1,082 
売上総利益  1,320 1,164 155 
営 業 利 益  588 391 196 
経 常 利 益  581 367 214 
四半期純利益 562 406 155 
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【参考資料】  

建設事業における受注高、売上高、繰越高 

①受注高 

構成比率 構成比率 構成比率

土木工事 10,704 91.6 4,725 67.1 18,457 81.8

建築工事 588 5.0 970 13.8 2,080 9.2

計 11,293 96.6 5,695 80.9 20,538 91.0

そ の 他 401 3.4 1,347 19.1 2,023 9.0

合      計 11,695 100.0 7,042 100.0 22,561 100.0

（注） 「その他」は、土木・建築用製品の製造販売、不動産賃貸等であります。

前事業年度
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

前第２四半期累計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

項目

％ ％ ％

金額 金額
百万円 百万円 百万円

 

②売上高 

構成比率 構成比率 構成比率

土木工事 7,971 79.0 6,811 75.5 18,421 78.9

建築工事 1,892 18.7 1,871 20.8 4,356 18.6

計 9,863 97.7 8,683 96.3 22,778 97.5

そ の 他 231 2.3 329 3.7 584 2.5

合      計 10,095 100.0 9,012 100.0 23,362 100.0

（注） 「その他」は、土木・建築用製品の製造販売、不動産賃貸等であります。

前事業年度
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

前第２四半期累計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

項目

％ ％ ％

金額 金額 金額
百万円 百万円 百万円

 

③繰越高 

構成比率 構成比率 構成比率

土木工事 21,229 86.7 16,444 81.8 18,531 83.9

建築工事 2,985 12.2 1,111 5.5 2,013 9.1

計 24,214 98.9 17,556 87.3 20,544 93.0

そ の 他 265 1.1 2,551 12.7 1,534 7.0

合      計 24,479 100.0 20,108 100.0 22,078 100.0

（注） 「その他」は、土木・建築用製品の製造販売、不動産賃貸等であります。

前事業年度
（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

前第２四半期累計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

項目

％ ％ ％

金額 金額 金額
百万円 百万円 百万円
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【平成 23 年３月期通期業績見通し】 

 

１．受注高については、土木工事は公共事業の減少に加えて、公正取引委員会から審決を

受けたことに伴う関係発注機関の指名停止等により、受注高の大幅な減少を予想してお

ります。 
建築工事は政府による耐震補強事業の推進施策に伴い、この分野での受注増加が見込

まれ、全体としては 145 億円程度となる見通しであります。 
２．売上高については、手持ち工事は順調に進捗する見通しですが、上半期の受注高が前

年より 46 億円減少したことなどから、199 億円程度となる見通しであります。 
３．損益については、売上高は減少するものの、採算性を重視した選別受注の徹底や工事

施工の効率化、原価管理の徹底などを一層進めることから工事利益率が向上し、営業利

利益は 820 百万円、経常利益は 800 百万円、当期純利益は 750 百万円程度を確保できる

見通しであります。 
   
通期業績見通しと前期業績との比較                   （単位：百万円） 
 通期見通し 前期業績 摘        要 
(受 注 高) （14,500） （22,561） △35.7%、8,061 百万円の減少、2 期振りの減少

売 上 高 19,900  23,362 △14.8%、3,462 百万円の減少、4 期振りの減収

営 業 利 益  820  1,099 279 百万円の減少、2 期振りの減益 
経 常 利 益  800  1,038 238 百万円の減少、2 期振りの減益 
当期純利益 750  464 286 百万円の増加、2 期連続の増益 

 
（参 考） 
指名停止処分について 
当社は、国土交通省関東地方整備局及び近畿地方整備局並びに福島県が発注するプレ

ストレスト・コンクリート橋梁工事について、平成 16 年 10 月 15 日付で公正取引委員

会から独占禁止法違反による排除勧告を受け、平成 22 年９月 21 日付で、同法に違反す

るとの審決を受けました。 

当社はその対応について、同年 10 月４日開催の取締役会において慎重に検討しまし

た結果、公正取引委員会との見解の相違はあるものの、係争を終結し今後の受注体制を

整えることが最重要課題であると総合的に判断し、本審決については東京高等裁判所へ

提訴しないことといたしました。この審決を受けたことに伴い、関係発注機関から指名

停止の行政処分を受けており、受注高減少が予想されることから、翌事業年度以降の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 
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